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全
国
の
教
育
を
め
ぐ
る
情
勢

１
　﹁
教
育
改
革
﹂
の
動
向

（1）
「
子
ど
も
の
権
利
条
約
」
と
「
こ
ど
も
基
本
法
」

　

日
本
政
府
に
よ
る
「
子
ど
も
の
権
利
条
約
」
批
准
か
ら
30
年
後
の

２
０
２
３
年
「
、
こ
ど
も
基
本
法
」
が
施
行
さ
れ
、
生
徒
の
社
会
参
加
と

意
見
表
明
権
を
国
の
責
任
で
推
進
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。「
子
ど
も
の
権

利
条
約
」
の
４
つ
の
原
則
（
①
差
別
の
禁
止
、②
子
ど
も
の
最
善
の
利
益
、

③
生
命
、
生
存
及
び
発
達
に
対
す
る
権
利
、
④
子
ど
も
の
意
見
の
尊
重
）

の
理
念
を
社
会
全
体
で
共
有
し
具
体
化
す
る
こ
と
が
重
要
に
な
る
。

「
こ
ど
も
基
本
法
」
は
国
と
地
方
自
治
体
に
施
策
実
施
の
責
務
を
示
し
て

い
る
が
、
財
政
措
置
が
課
題
。
困
難
な
状
況
に
置
か
れ
た
子
ど
も
・
若
者

の
声
が
社
会
に
届
き
に
く
い
現
実
を
変
え
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

(2）
Ｉ
Ｃ
Ｔ
教
育
の
拡
大
と
教
育
デ
ー
タ
管
理

　
「Society5.0

の
実
現
に
向
け
た
教
育
・
人
材
育
成
に
関
す
る
政
策
パ
ッ

ケ
ー
ジ
」（
内
閣
府
Ｃ
Ｓ
Ｔ
Ｉ
、２
０
２
２
年
）で
は
、Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
に
よ
り
、

「
教
師
に
よ
る
一
斉
授
業
」「
同
一
学
年
」「
同
じ
教
室
」「
教
科
ご
と
」「
同

質
・
均
質
な
集
団
」
か
ら
の
転
換
を
提
起
し
た
。
ユ
ネ
ス
コ
は
２
０
２
３

年
７
月
の
報
告
書
「
教
育
に
お
け
る
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
」
で
、
教
育
に
お
け

る
Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
使
用
に
「
指
導
が
リ
モ
ー
ト
の
み
で
お
こ
な
わ
れ
る
場
合
に

生
徒
間
の
学
習
格
差
が
拡
大
す
る
、
基
礎
教
育
の
ニ
ー
ズ
は
満
た
さ
れ
て

い
な
い
」と
警
鐘
を
鳴
ら
し
て
い
る
。教
育
デ
ー
タ
の
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー

ド
情
報
へ
の
紐
づ
け
に
よ
る
監
視
シ
ス
テ
ム
も
危
惧
さ
れ
る
。
生
徒
の
個

人
情
報
を
管
理
す
る
こ
と
に
細
心
の
注
意
を
払
う
こ
と
が
必
要
に
な
る
。

（3）
次
期
学
習
指
導
要
領
の
検
討
開
始

　

文
科
省
内
で
は
次
期
学
習
指
導
要
領
（
高
校
で
の
全
面
実
施
は

２
０
３
２
年
度
）
の
検
討
が
始
ま
っ
て
い
る
。
文
科
省
が
公
表
し
た
論
点

第
64
回
定
期
代
議
員
会
議
案
書
︵
ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト
︶

第 64 回教文定期代議員会

6/7 （土） １3:00 ～開催

完全オンライン

語り合いましょう！

学校のこと　生徒のこと
そして私たちの学びのこと
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教文会議第 64 回代議員会 討議の柱 

現在、教文会議において課題となっている項目です。定期代議員会で議論をしま

す。代議員の皆さんは、以下の観点でご議論下さい。教文会員の皆さんは、各校代議

員にご意見等をお伝えください。この視点以外でも結構です。教育課題の共有と検

討、教文会議の活動について、代議員のみなさんの積極的なご発言をお願いします。 

 

１．学習指導要領・教育施策 

 観点別評価の導入。校内論議と課題、具体的な運用 
 新たに導入された各教科・科目の内容と実際の授業 
 教科「情報」の現場への影響、免許外教科担任の解消での影響、大学入学共通テス

ト科目 
 

２. 研修と研修履歴記録システム                                                  

 教職員が求める研修。初任者の要望。 
 職場、支部、県教研、教科別・課題別研究会、全県研究会など自主研修の在り方。 
 研修履歴記録プラットフォーム「Plant」導入による研修履歴の一括管理、その影

響 
 

３．ICT 教育                                                               

 一人一台端末購入に関わる現場での ICT環境、導入と運用に関わる課題 

 ICT教育の状況 

 「AI ドリルによる『個別最適な学び』」と「STEAM 教育」などによる協働学習の
状況 

 デジタル教科書、デジタル教材の導入と活用の実態、課題。地域に根差した教材研
究。 

 県立高等学校ＤＸ加速化推進事業 

 
４．高校入学者選抜制度 

 新選抜制度、電子採点システム導入の状況。 
 前期学力試験、後期面接試験等の課題と影響。 

 
５． 学習履歴・指導履歴等の把握と管理、キャリア教育 

 「キャリアパスポート」、「e-portfolio」の扱い 

 教育データの蓄積と管理、教育産業との関わり 

 

６．高校再編「高校改革～夢に挑戦する学び～実施方針」・2 期再編 
 新たな学びの推進「探究的な学び」、「総合学科高校・総合技術高校」「多部制・単

位制高校充実拡大」、「モデル校（未来の学校）」「中高一貫校」「WWL 等 高校間、
高大間連携」の状況 

 再編・整備計画 2期再編 当該校の状況、懇話会の様子。 
 高等学校長野スクールデザイン（NSD）実施事業 
 定通制専門科の普通科転換 多部制・単位制設置と統廃合 

 
７．格差と教育                                                      

 経済格差、学力格差 
 ヤングケアラーの実態 
 高校特色化の是非と課題 
 モデル校方式等に基づく給付金格差 

 
８． 多様な学び 

 インクルーシブな視点での特別支援教育、各校の実情と課題 
 外国由来生徒の学習環境・社会環境の実態と課題 
 「通級による指導」導入校の状況とその共有 
 「多様な学習ニーズに対応した柔軟で質の高い学び」の校内論議と具体的対応、課

題 
 

９．主権者教育 

 主権者教育の状況。成人年齢 18 歳の対応 
 三者協議会など地域連携による取り組み 
 主権者意識を育てる生徒の自主活動、生徒会活動の状況 

 
１０．教文会議会員を増やすこと、継承の問題 

 教文会議の存在意義、「組合と教文会議の両輪」 
 教文会議が目指すもの、求められているものとのマッチング 
 教文会議の今後の展望 
 年度当初の加入呼びかけ。会員勧誘。教文の「見える化」の具体化 
 教文会議各研究会の活動の活性化。 
 運営方法の軽減策 
 課題別研究会再編実施による影響 

 
１１． その他 
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現在、教文会議において課題となっている項目です。定期代議員会で議論をしま

す。代議員の皆さんは、以下の観点でご議論下さい。教文会員の皆さんは、各校代議

員にご意見等をお伝えください。この視点以外でも結構です。教育課題の共有と検

討、教文会議の活動について、代議員のみなさんの積極的なご発言をお願いします。 

 

１．学習指導要領・教育施策 

 観点別評価の導入。校内論議と課題、具体的な運用 
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 教科「情報」の現場への影響、免許外教科担任の解消での影響、大学入学共通テス
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 教職員が求める研修。初任者の要望。 
 職場、支部、県教研、教科別・課題別研究会、全県研究会など自主研修の在り方。 
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 一人一台端末購入に関わる現場での ICT環境、導入と運用に関わる課題 
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校
等
生
徒
指
導
上
の
諸
課
題
に
関
す
る
調
査
結
果
」
に
よ

る
と
、
２
０
２
３
年
度
に
年
30
日
以
上
登
校
し
て
い
な
い

小
・
中
学
校
の
児
童
生
徒
数
は
前
年
度
か
ら
４
万
７
４
３
４

人
増
加
し
、
過
去
最
多
の
34
万
６
４
８
２
人
に
な
っ
た
。
中

学
校
で
は
１
０
０
０
人
あ
た
り

67.1
人
と
、
ク
ラ
ス
で
２
～
３

人
が
不
登
校
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
高
校
に
お
け
る
不
登
校

生
徒
数
も
前
年
度
か
ら
８
１
９
５
人
増
え
、
過
去
最
多
の

６
万
８
７
７
０
人
、
１
０
０
０
人
あ
た
り
24
人
。
長
野
県
内

の
状
況
は
後
述
。

(6)
青
少
年
の
自
殺

　

２
０
２
４
年
の
小
中
高
生
の
自
殺
者
数
は
５
２
７
人
で
、

過
去
最
多
と
な
る
見
込
み
。
G7
各
国
の
10
～
19
歳
の
死
因
順

位
１
位
が
「
自
殺
」
は
日
本
だ
け
。
国
は
第
４
次
「
自
殺
総

合
対
策
大
綱
」
を
閣
議
決
定
し
、
自
殺
の
未
然
防
止
を
す
る

こ
と
を
教
育
委
員
会
が
周
知
、
学
校
で
の
実
施
を
目
指
す
と

し
た
。
長
野
県
で
は
15
歳
か
ら
39
歳
に
お
け
る
死
亡
原
因
の 

１ 

位
が
自
殺
で
、
20
歳
未
満
の
自
殺
死
亡
率
は
人
口
10
万
人

当
た
り
年

4.26
人
で
全
国
の

3.18
人
を
上
回
り
、
福
島
県
に
次
い

で
全
国
２
位
。
子
ど
も
た
ち
に
と
っ
て
、
学
校
が
弱
さ
を
表

出
で
き
な
い
環
境
に
な
っ
て
い
な
い
か
、
子
ど
も
た
ち
に
過

度
な
ス
ト
レ
ス
を
与
え
る
環
境
に
な
っ
て
い
な
い
か
、
な
ど

を
考
え
る
必
要
が
あ
る
。
国
連
子
ど
も
の
権
利
委
員
会
が
勧

告
し
て
い
る
日
本
の
「
高
度
に
競
争
的
な
教
育
環
境
」
を
問

い
直
し
、
改
善
策
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

(7)
就
学
支
援
の
状
況　

　
「
高
校
授
業
料
無
償
化
の
拡
充
」
に
つ
い
て
は
、
国
会

で
２
０
２
５
年
度
か
ら
年
収
９
１
０
万
円
未
満
と
い
う
所

得
制
限
を
公
私
と
も
に
廃
し
、
11
万
８
８
０
０
円
と
し
、

２
０
２
６
年
度
か
ら
私
立
の
上
限
を
45
万
７
千
円
に
引
き
上

げ
る
こ
と
が
決
議
さ
れ
た
。
し
か
し
、
制
度
そ
の
も
の
は
変

整
理
で
は
、
現
行
の
学
習
指
導
要
領
を
「
前
文
と
総
則
の
コ

ン
セ
プ
ト
は
優
れ
て
お
り
、
現
在
に
お
い
て
も
お
お
む
ね
妥

当
」
と
す
る
一
方
、
観
点
別
評
価
を
含
む
学
習
評
価
に
つ
い

て
は
「
主
体
的
に
学
習
に
取
り
組
む
態
度
の
主
体
性
の
意
味

が
具
体
的
に
整
理
さ
れ
て
お
ら
ず
、
評
価
の
た
め
の
指
導
に

追
わ
れ
、
い
わ
ゆ
る
指
導
の
評
価
化
の
状
況
が
生
ま
れ
て
い

て
、
教
師
・
子
ど
も
に
と
っ
て
息
苦
し
く
な
っ
て
い
る
」
と

指
摘
を
し
て
い
る
。
重
視
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
は
生

徒
の
成
長
と
発
達
に
応
じ
た
教
育
課
程
・
学
習
指
導
要
領
を

考
え
る
と
い
う
原
則
。
12
月
25
日
、
文
科
省
は
学
習
指
導
要

領
改
定
を
中
教
審
に
諮
問
、「
子
ど
も
の
多
様
性
に
対
応
で
き

る
教
育
課
程
の
柔
軟
化
」「
教
員
の
負
担
軽
減
」「
デ
ジ
タ
ル

化
が
進
む
社
会
へ
の
対
応
」
の
検
討
を
要
請
し
て
い
る
。

（4）
子
ど
も
の
貧
困
と
経
済
・
社
会
的
要
因　

　

こ
ど
も
家
庭
庁
「
令
和
４
年
国
民
生
活
基
礎
調
査
」
に
よ

れ
ば
、
子
ど
も
の
貧
困
率
（
17
歳
以
下
）
は

11.5
％
で
、
Ｏ
Ｅ

Ｃ
Ｄ
37
ヵ
国
中
19
位
、
ひ
と
り
親
世
帯
の
貧
困
率
は
36
ヵ
国

中
32
位
。
さ
ら
に
、「
ひ
と
り
親
世
帯
」
で
は
「
子
ど
も
の
貧

困
率
」
が

50.2
％
、「
母
子
世
帯
」
で
は

54.4
％
と
過
半
数
以
上
が

貧
困
の
問
題
を
抱
え
て
い
る
。
母
子
世
帯
で
は

86.3
％
が
就
業

し
、「
正
規
の
職
員
・
従
業
員
」
が

48.8
％
、「
パ
ー
ト
・
ア
ル

バ
イ
ト
等
」「
派
遣
社
員
」
は

42.4
％
で
、
非
正
規
の
高
い
割

合
が
貧
困
率
に
影
響
し
て
い
る
。
母
子
世
帯
の
就
労
収
入
は
、

父
子
世
帯
の
47%

に
と
ど
ま
り
、
男
女
格
差
と
正
規
・
非
正

規
格
差
の
重
な
り
が
貧
困
率
を
上
げ
て
い
る
。
女
性
の
働
く

環
境
の
劣
悪
さ
、
低
賃
金
、
保
育
・
教
育
へ
の
公
的
支
援
の

な
さ
な
ど
が
原
因
で
あ
り
、
ジ
ェ
ン
ダ
ー
不
平
等
と
の
関
連

が
あ
る
。

（5）
不
登
校　

　

文
科
省
「
２
０
２
３
年
度
児
童
生
徒
の
問
題
行
動
・
不
登

わ
ら
ず
、
２
０
２
５
年
度
単
年
度
の
措
置
と
し
て
制
限
所
得

を
超
え
る
場
合
も
就
学
支
援
金
支
給
対
象
に
な
る
。
私
立
高

校
の
実
質
無
償
化
は
、
都
市
部
私
立
高
校
と
地
方
公
立
高
校

の
間
の
格
差
を
拡
大
す
る
こ
と
が
懸
念
さ
れ
て
い
る
。
私
立

無
償
化
を
先
行
実
施
し
て
い
る
大
阪
府
で
は
、
半
数
近
い
公

立
高
校
で
定
員
割
れ
と
な
り
閉
校
（
廃
校
）
が
生
じ
、
愛
知

県
に
お
い
て
も
県
独
自
で
年
収
７
２
０
万
円
未
満
を
対
象
に

私
立
高
校
の
無
償
化
を
実
施
し
た
結
果
、
公
立
高
校
の
欠
員

が
前
年
の
倍
と
な
り
、
公
立
高
校
の
教
員
の
削
減
、
教
育
の

質
低
下
が
懸
念
さ
れ
て
い
る
。

(8)
「
受
講
修
履
歴
記
録
シ
ス
テ
ム
」
と

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
「
研
修
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
」

　

２
０
２
３
年
４
月
か
ら
研
修
履
歴
の
記
録
が
義
務
化
さ

れ
、
２
０
２
４
年
度
か
ら
国
の
シ
ス
テ
ム
運
用
に
よ
り
「
研

修
受
講
履
歴
記
録
シ
ス
テ
ム
」「
教
員
研
修
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー

ム
」
な
ど
を
利
用
す
る
自
治
体
が
全
国
的
に
も
増
え
て
い
る
。

長
野
県
も
２
０
２
５
年
度
４
月
か
ら
「
教
員
研
修
プ
ラ
ッ
ト

フ
ォ
ー
ム
Ｐ
ｌ
ａ
ｎ
ｔ
」
を
導
入
し
、
研
修
受
講
履
歴
の
管

理
と
官
制
研
修
等
の
申
込
み
の
統
一
が
始
ま
っ
た
。
研
修
内

容
の
画
一
化
や
硬
直
化
を
な
く
し
、
学
校
の
実
態
や
教
職
員

の
要
望
に
基
づ
く
研
修
を
保
障
す
べ
き
で
あ
り
、
研
修
受
講

に
あ
た
っ
て
は
教
職
員
の
自
主
性
を
尊
重
す
る
必
要
が
あ
る
。

長
野
県
教
育
を
め
ぐ
る
情
勢
　
　　
　
　
　
　
　
　
　
　

 

(1)
信
州
学
び
円
卓
会
議
」

　

第
４
次
教
育
振
興
基
本
計
画
と
長
野
県
教
育
大
綱
な
ど
で

行
政
の
影
響
が
大
き
く
な
っ
た
。
知
事
部
局
県
民
の
学
び
支

援
課
が
事
務
局
と
な
り
、知
事
主
導
の「
信
州
学
び
円
卓
会
議
」

が
５
回
開
催
さ
れ
た
。
阿
部
知
事
と
武
田
教
育
長
は
連
名
で

「
学
び
・
教
育
改
革
に
臨
む
私
た
ち
の
決
意
」
を
発
表
し
「
長
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野
県
か
ら
学
び
に
関
す
る
『
こ
れ
ま
で
の
当
た
り
前
』
を
も

う
一
度
問
い
直
し
子
ど
も
た
ち
が
主
人
公
の
『
新
し
い
当
た

り
前
』
を
創
っ
て
い
く
」
と
宣
言
、２
０
２
５
年
度
以
降
「
議

論
」を「
実
行
」へ
と
移
す
と
し
て
い
る
。
義
務
教
育
の「
ウ
ェ

ル
ビ
ー
イ
ン
グ
実
践
校TOCO-TON

」
や
「
県
立
高
校
の
特

色
化
の
推
進
事
業
」
が
提
起
さ
れ
、
施
策
の
「
実
行
」
が
始

ま
っ
て
い
る
。
行
政
の
首
長
が「
大
綱
」策
定
や「
円
卓
会
議
」

な
ど
に
よ
り
、
教
育
委
員
会
を
越
権
し
、
直
接
、
教
育
政
策

に
介
入
す
る
動
き
と
い
え
る
。

(2)
「
高
校
改
革
」
―
高
校
再
編
と
学
び
の
改
革
の
一
体
化

　

県
教
委
は
２
０
０
０
年
代
前
半
か
ら
「
第
１
期
高
校
再
編
」

を
進
め
、
当
時
89
校
あ
っ
た
県
立
高
校
を
現
在
の
78
校
と
し

た
。
県
教
委
は
「
再
編
・
整
備
計
画
」
を
順
次
決
定
し
た
が
、

計
画
通
り
実
施
の
場
合
、
県
立
高
校
は
64
校
と
な
る
。
再
編

懇
話
会
な
ど
に
よ
り
開
校
に
向
け
て
具
体
的
に
検
討
が
進
め

ら
れ
、「
Ｎ
Ｓ
Ｄ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
に
基
づ
く
施
設
整
備
の
検

討
が
進
め
ら
れ
て
い
る
。
こ
れ
ま
で
運
用
さ
れ
て
き
た
「
再

編
に
関
す
る
基
準
」
の
適
用
は
「
高
校
再
編
の
自
動
化
シ
ス

テ
ム
」
に
な
る
危
険
性
が
あ
っ
た
が
、
県
教
委
は
「
中
学
校

卒
業
者
総
数
に
占
め
る
公
立
全
日
制
高
校
進
学
者
の
割
合
が

減
少
傾
向
」
な
ど
を
理
由
に
、
再
編
基
準
運
用
を
一
定
期
間

留
保
し
た
上
で
再
編
基
準
の
再
検
討
を
行
う
と
し
た
。「
再
編

に
関
す
る
基
準
等
」
再
検
討
の
た
め
の
意
見
交
換
会
で
は
、

高
教
組
代
表
が
「
２
０
３
０
年
度
ま
で
の
基
準
運
用
の
留
保
」

「
中
山
間
地
校
の
基
準
の
見
直
し
」
を
主
張
し
た
。

(3)　

研
修
履
歴
記
録
シ
ス
テ
ム
と
研
修
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

　

研
修
履
歴
記
録
シ
ス
テ
ム
と
研
修
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
が

２
０
２
４
年
度
か
ら
試
行
さ
れ
、
２
０
２
５
年
度
か
ら
本
格

実
施
さ
れ
た
。
県
教
委
は「
全
国
教
員
研
修
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー

ム
Ｐ
ｌ
ａ
ｎ
ｔ
の
試
行
期
間
に
つ
い
て
」
を
各
校
へ
発
出
し
、

「
記
録
シ
ス
テ
ム
」
と
「
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
」
へ
の
登
録
と

活
用
方
法
を
指
示
し
た
。
修
履
歴
デ
ー
タ
は
、在
職
中
、記
録
・

管
理
さ
れ
、
本
人
、
管
理
職
と
県
教
委
が
閲
覧
可
能
に
な
る
。

研
修
記
録
に
基
づ
く
管
理
職
か
ら
の
指
導
・
助
言
が
強
制
的

な
も
の
と
な
ら
な
い
よ
う
に
注
視
す
る
必
要
が
あ
る
。
キ
ャ

リ
ア
ア
ッ
プ
Ⅲ
校
外
研
修B

に
つ
い
て
は
、
教
文
会
議
と
県

教
委
の
間
で
、「
総
合
研
究
会
」「
全
県
研
究
会
」
を
充
て
る

こ
と
が
で
き
る
と
確
認
さ
れ
て
い
る
。
県
教
委
は
「
教
員
研

修
に
つ
い
て
は
、
教
職
員
一
人
一
人
の
意
欲
や
主
体
性
を
尊

重
し
た
い
。
校
長
に
よ
る
研
修
の
受
講
奨
励
が
教
職
員
の
負

担
増
に
つ
な
が
ら
な
い
よ
う
、
業
務
命
令
に
よ
る
受
講
奨
励

は
行
わ
な
い
よ
う
周
知
徹
底
し
て
い
く
」
等
を
回
答
し
て
い

る
。

(4)
高
校
の
特
色
化

　

学
校
教
育
法
施
行
規
則
等
の
一
部
改
正
に
よ
り
「
ス
ク
ー

ル
ミ
ッ
シ
ョ
ン
」
と
「
三
つ
の
方
針
」
の
策
定
・
公
表
の
義

務
化
、
普
通
科
解
体
が
行
わ
れ
、「
多
様
化
政
策
」
が
強
化
さ

れ
た
。
県
内
で
は
「
県
立
高
校
の
特
色
化
・
魅
力
化
」
な
ど

の
議
論
を
踏
ま
え
、「
県
立
高
校
の
特
色
化
に
関
す
る
方
針
」

が
策
定
さ
れ
た
。「
特
色
化
方
針
」
で
は
県
立
高
校
の
特
色
を

①
「
様
々
な
選
択
肢
か
ら
、
自
分
の
進
路
に
向
か
っ
て 

学
び

た
い
こ
と
を
と
こ
と
ん
学
べ
る
」
②
「
社
会
に
求
め
ら
れ
る

技
術
・
能
力
が
身
に
つ
く
」
③
「
長
野
県
の
リ
ソ
ー
ス
を
使
っ

た
地
域
で
の
学
び
が
で
き
る
」 
④
「
一
人
ひ
と
り
の
個
性
や

多
様
性
が
尊
重
さ
れ
る
」
の
４
つ
と
し
た
。
特
色
化
推
進
事

業
は
全
県
全
て
の
高
校
で
実
施
さ
れ
一
律
に
予
算
が
配
当
さ

れ
る
。
学
校
の
「
類
型
化
」
や
、「
偏
差
値
的
な
学
力
」
で
の

選
別
・
排
除
に
し
な
い
た
め
の
議
論
が
大
切
で
、
新
校
の
議

論
に
お
い
て
も
、
学
校
の
「
特
色
化
・
魅
力
化
」「
多
様
化
」

競
争
に
与
す
る
の
で
は
な
く
、
憲
法
的
価
値
に
基
づ
く
「
共

通
教
養
」
を
目
指
す
高
校
教
育
を
展
望
す
る
こ
と
が
必
要
に

な
る
。

(5)
Ｉ
Ｃ
Ｔ
教
育
の
急
速
な
導
入

　

Ｉ
Ｃ
Ｔ
教
育
に
お
け
る
デ
ジ
タ
ル
コ
ン
テ
ン
ツ
の
利
用
に

つ
い
て
は
、「
民
間
の
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
入
れ
な
け
れ
ば

使
え
な
い
た
め
、
教
員
の
主
体
的
な
授
業
づ
く
り
を
す
す
め

に
く
く
な
っ
て
い
る
」「
生
徒
の
実
態
に
即
し
て
い
な
い
も
の

も
あ
る
」
な
ど
の
声
も
報
告
さ
れ
て
い
る
。
AI
ド
リ
ル
に
対

す
る
評
価
も
分
か
れ
て
い
る
。
特
定
の
ア
プ
リ
や
コ
ン
テ
ン

ツ
の
使
用
が
強
制
さ
れ
る
と
授
業
の
画
一
化
が
進
行
し
、
教

職
員
個
々
の
専
門
性
に
立
脚
し
た
創
造
的
な
授
業
が
失
わ
れ

る
こ
と
が
危
惧
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
一
括
の
強
制
を
避
け
、

コ
ン
テ
ン
ツ
の
批
判
的
な
教
材
分
析
を
進
め
る
必
要
が
あ
る
。

(6)　

教
科
「
情
報
」
に
関
わ
る
課
題　

　

改
訂
学
習
指
導
要
領
の
導
入
に
伴
い
教
科
「
情
報
」
が
必

履
修
科
目
と
な
り
、
２
０
２
５
年
度
か
ら
は
大
学
入
学
試
験

に
教
科
「
情
報
」
が
追
加
さ
れ
た
。
教
科
「
情
報
」
が
入
試

科
目
と
し
て
設
定
さ
れ
た
こ
と
は
学
校
現
場
や
生
徒
に
大
き

な
影
響
を
も
た
ら
し
て
い
る
。
県
教
委
に
よ
れ
ば
２
０
２
２

年
度
、
教
科
「
情
報
」
の
臨
時
免
許
・
免
許
外
教
科
担
任
は

全
国
で
７
９
６
人
、
長
野
県
は
76
人
だ
っ
た
が
、
免
許
外
教

科
担
任
を
２
０
２
４
年
度
当
初
ま
で
０
に
す
る
た
め
の
取
り

組
み
が
な
さ
れ
た
。
Ｇ
Ｉ
Ｇ
Ａ
ス
ク
ー
ル
構
想
に
よ
り
学
校

で
Ｉ
Ｃ
Ｔ
教
育
が
展
開
す
る
中
、
情
報
科
の
教
職
員
は
校
内

の
デ
ー
タ
処
理
や
Ｉ
Ｃ
Ｔ
端
末
の
保
守
・
管
理
と
い
っ
た
業

務
を
担
っ
て
い
る
実
態
が
あ
り
、
授
業
以
外
の
本
来
業
務
で

は
な
い
過
重
な
作
業
に
携
わ
る
こ
と
強
い
ら
れ
て
い
る
こ
と

を
解
消
す
る
必
要
が
あ
る
。

(7)
県
・
国
の
「
モ
デ
ル
校
」
事
業

　

県
立
高
校
「
未
来
の
学
校
」（
第
Ⅱ
期
）
構
築
事
業
が
実
施
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さ
れ
る
に
伴
い
、
指
定
校
を
４
月
に
募
集
し
、
３
校
か
ら
６

校
が
指
定
さ
れ
る
予
定
。
県
教
委
は
２
０
２
５
年
度
も
Ｓ
Ｓ

Ｈ
に
指
定
さ
れ
た
３
校
を
支
援
、
指
導
す
る
と
し
て
い
る
。

国
か
ら
の
２
億
３
０
０
０
万
円
の
予
算
配
分
に
よ
り
、
県
立

高
等
学
校
Ｄ
Ｘ
加
速
化
推
進
事
業
と
し
て
33
校
を
指
定
し
た
。

２
０
２
３
年
か
ら
３
年
間
、
新
た
な
「
Ｗ
Ｗ
Ｌ
コ
ン
ソ
ー
シ

ア
ム
構
築
事
業
」
と
し
て
「
個
別
最
適
な
学
習
環
境
の
構
築

に
向
け
た
研
究
開
発
事
業
」
が
実
施
さ
れ
て
い
る
。
連
携
校

16
校
が
参
加
す
る
事
業
Ｗ
Ｗ
Ｌ
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
に
お
い
て
、

オ
ン
ラ
イ
ン
を
活
用
し
た
文
理
横
断
的
な
学
習
プ
ロ
グ
ラ
ム

を
開
発
し
、
Ａ
Ｌ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
高
校
と
外
部
機
関
の
連

携
に
よ
る
ア
ド
バ
ン
ス
ト
・
ラ
ー
ニ
ン
グ
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
）

を
拡
大
す
る
と
し
て
い
る
。
多
忙
化
の
要
因
、
教
育
予
算
格

差
に
つ
な
が
っ
て
い
て
、
教
育
的
視
点
か
ら
事
業
内
容
の
検

証
を
行
う
と
同
時
に
事
業
が
教
育
予
算
獲
得
競
争
の
手
段
と

な
ら
な
い
よ
う
に
指
摘
す
る
必
要
が
あ
る
。

(8)
高
校
入
試
制
度
改
革　

　

２
０
２
５
年
度
の
新
入
試
制
度
の
下
、
前
期
選
抜
を
実
施

し
た
学
校
で
は
「
学
力
検
査
」
を
全
員
に
課
し
た
。
電
子
採

点
シ
ス
テ
ム
は
23
校
で
の
導
入
、
試
行
に
な
っ
た
。「
後
期
選

抜
」
で
は
、
全
校
で
「（
紙
上
面
接
を
含
む
）
面
接
」
の
実

施
を
導
入
し
た
。
負
担
軽
減
の
た
め
に
、「
志
願
理
由
書
」
や

「
調
査
書
」
の
様
式
は
簡
略
化
さ
れ
、
定
時
制
課
程
の
追
加
募

集
は
再
募
集
に
統
合
さ
れ
た
。
前
期
選
抜
に
「
学
力
検
査
」、

後
期
選
抜
で
は
「
面
接
、
紙
上
面
接
」
が
全
校
で
実
施
さ
れ

る
こ
と
に
な
り
、
高
教
組
は
「
入
学
者
選
抜
手
当
」
の
増
額

と
、
新
制
度
入
試
に
よ
る
負
担
の
具
体
的
軽
減
策
を
求
め
た
。

県
教
委
は
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
出
願
方
式
を
２
０
２
５
年
度

よ
り
導
入
し
、
手
続
き
の
オ
ン
ラ
イ
ン
化
や
入
学
審
査
料
の

キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
化
を
実
施
す
る
と
し
た
。
今
後
運
用
上
の

課
題
等
を
確
認
す
る
必
要
が
あ
る
。
く
く
り
募
集
の
範
囲
を

小
学
科
か
ら
大
学
科
ま
で
広
げ
る
と
し
て
い
る
が
、
く
く
り

募
集
は
、
生
徒
が
入
学
後
、
希
望
通
り
の
科
を
選
択
で
き
ず

進
路
希
望
で
ミ
ス
マ
ッ
チ
が
起
き
る
な
ど
課
題
が
あ
り
、
今

後
検
討
が
必
要
。

(9)　

第
３
次
長
野
県
特
別
支
援
教
育
推
進
計
画　
　

　

第
３
次
長
野
県
特
別
支
援
教
育
推
進
計
画
が
策
定
さ
れ
た
。

学
校
特
別
支
援
学
級
卒
業
者
の
約
７
割
が
高
校
に
進
学
す
る

状
況
が
あ
り
、
教
員
の
特
別
支
援
教
育
に
係
る
支
援
力
向
上

や
支
援
体
制
の
充
実
が
必
要
だ
と
し
て
い
る
。
高
校
に
お
い

て
医
師
の
診
断
の
あ
る
生
徒
数
は
、
全
日
・
定
時
・
通
信
制

の
対
全
体
比
が
、
LD
（
学
習
障
害
）

0.35
％
、
Ａ
Ｄ
Ｈ
Ｄ
（
注

意
欠
陥
多
動
性
障
害
）

1.01
％
、
Ａ
Ｓ
Ｄ
（
自
閉
症
ス
ペ
ク
ト

ラ
ム
障
害
）

1.54
％
、そ
の
他
（
複
数
の
発
達
障
が
い
、Ｏ
Ｄ
Ｄ
：

反
抗
挑
戦
性
障
害
等
）

2.39
％
で
あ
り
、
２
０
０
７
年
調
査
開

始
以
来
で
最
高
値
を
示
し
て
い
る
。
全
・
定
・
通
す
べ
て
の

高
校
に
、
医
師
の
診
断
を
受
け
て
い
る
生
徒
が
在
籍
し
、
特

別
な
教
育
的
支
援
が
必
要
と
思
わ
れ
る
生
徒
数
は
、
全
定
合

わ
せ
て
１
３
３
７
人

3.35
％
で
、
依
然
高
い
割
合
を
占
め
て
い

る
。
少
人
数
の
学
習
環
境
の
確
保
、
夜
間
定
時
制
課
程
に
お

け
る
少
人
数
の
環
境
を
継
続
す
る
こ
と
や
多
部
制
・
単
位
制

の
生
徒
の
実
態
に
合
わ
せ
た
専
任
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
、
通

級
指
導
担
当
、
SC
、
Ｓ
Ｓ
Ｗ
の
常
駐
や
拡
充
等
の
条
件
整
備

が
必
須
。

(10)　
「
不
登
校
生
徒
等
の
学
び
充
実
支
援
策
」

　

２
０
２
３
年
度
、
小
中
学
校
の
不
登
校
の
児
童
生
徒
は
11

年
連
続
で
増
加
し
、
全
国
と
同
様
に
過
去
最
多
と
な
っ
て
い

る
。
高
校
は
８
４
５
人
で
１
０
４
人
減
少
し
た
が
、
背
景
と

し
て
、
通
信
制
課
程
へ
進
学
す
る
生
徒
の
増
加
が
あ
る
と
し

て
い
る
。
学
校
教
育
法
施
行
規
則
の
改
訂
に
よ
り
、
全
日
制
・

定
時
制
課
程
で
不
登
校
生
徒
支
援
の
た
め
、「
オ
ン
ラ
イ
ン
授

業
」
と
「
通
信
教
育
（
自
校
）」「
通
信
教
育
（
他
校
・
他
課

程
）」
に
よ
り
出
席
扱
い
と
し
、
単
位
認
定
後
、
進
級
、
卒
業

す
る
こ
と
が
で
き
る
と
し
た
。高
教
組
の
調
査
に
よ
れ
ば
、「
校

内
成
績
内
規
の
変
更
」
に
つ
い
て
は
「
変
更
し
た
・
今
後
変
更
」

32
％
、「
変
更
し
な
い
」
50
％
と
回
答
が
あ
っ
た
。「
単
位
認

定
基
準
」
は
「
全
校
統
一
」
35
％
、「
教
科
ご
と
」
25
％
だ
っ
た
。

「
不
登
校
生
徒
の
学
び
の
継
続
支
援
方
法
」
は
、「
オ
ン
ラ
イ

ン
授
業
」
58
％
、「
通
信
教
育
（
自
校
）」
45
％
の
結
果
だ
っ
た
。

困
難
点
は
、
担
当
教
員
の
業
務
負
担
増
、
機
材
準
備
、
オ
ン

ラ
イ
ン
設
備
な
ど
多
岐
に
わ
た
っ
て
い
る
。
不
登
校
生
へ
の

対
応
は
重
要
だ
が
、「
多
様
な
ニ
ー
ズ
の
学
び
」
の
実
施
に
当

た
っ
て
の
課
題
を
分
析
し
、
解
決
の
た
め
に
共
有
し
て
い
く

必
要
が
あ
る
。

(11)　

ス
ク
ー
ル
ミ
ッ
シ
ョ
ン

　
「
３
つ
の
方
針
」（
２
０
２
０
年
３
月
各
校
公
表
）
に
加
え
、

「
ス
ク
ー
ル
ミ
ッ
シ
ョ
ン
」（
２
０
２
３
年
９
月
）
の
原
案
が

県
教
委
に
報
告
さ
れ
た
。原
案
は
各
校
と
県
教
委
間
の「
調
整
」

等
を
経
て
確
定
さ
れ
た
。
今
後
２
０
２
８
年
度
に
ス
ク
ー
ル

ミ
ッ
シ
ョ
ン
の
「
再
定
義
」
が
想
定
さ
れ
る
。
他
県
で
は
「
設

置
者
」
が
「
ス
ク
ー
ル
ミ
ッ
シ
ョ
ン
」
を
専
決
す
る
例
が
見

ら
れ
る
が
、
長
野
県
は
各
校
が
策
定
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い

て
一
定
の
評
価
は
で
き
る
。「
ス
ク
ー
ル
ミ
ッ
シ
ョ
ン
」
策
定

に
あ
た
っ
て
、
文
科
省
が
「
大
学
受
験
の
み
を
意
識
し
た
も

の
や
、
学
校
間
の
学
力
差
を
固
定
化
・
強
化
し
た
り
、
い
わ

ゆ
る
偏
差
値
的
な
学
力
に
よ
っ
て
高
等
学
校
を
グ
ル
ー
ピ
ン

グ
す
る
べ
き
で
は
な
い
点
に
留
意
す
べ
き
」
と
指
摘
し
て
い

る
こ
と
は
重
要
ｄ
、
学
校
ご
と
に
特
色
を
競
っ
た
り
、
個
別

化
を
追
求
し
た
り
す
る
の
で
は
な
く
、
迎
え
入
れ
た
幅
広
い

生
徒
の
成
長
を
促
す
学
校
づ
く
り
が
大
切
。
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（12）　

学
び
の
指
標
・

　
　
　
　
　
　

匿
名
性
を
担
保
し
た
授
業
評
価
学
校
評
価

　

新
し
い
「
学
び
の
指
標
」
に
つ
い
て
は
「
質
問
項
目
が
生

徒
の
思
想
信
条
、内
心
の
自
由
に
抵
触
す
る
」こ
と
を
指
摘
し
、

粘
り
強
く
廃
止
を
求
め
て
き
た
。
２
０
２
４
年
11
月
の
確
定

交
渉
に
お
い
て
県
教
委
か
ら
「
新
し
い
『
学
び
の
指
標
』
に

つ
い
て
は
、
令
和
７
年
度
以
降
の
在
り
方
を
検
討
す
る
」
と

い
う
回
答
を
引
き
出
し
、
事
実
上
の
廃
止
、
学
校
ご
と
の
議

論
に
よ
り
「
指
標
」
と
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
の
必
要
が
な
く
な
っ

た
。「
匿
名
性
を
担
保
し
た
授
業
評
価
・
学
校
評
価
」
は
、
一

部
の
生
徒
や
保
護
者
か
ら
一
方
的
な
批
判
が
寄
せ
ら
れ
、
本

来
の
「
匿
名
性
評
価
」
の
趣
旨
か
ら
逸
脱
し
た
状
況
が
あ
る

と
報
告
が
寄
せ
ら
れ
て
き
た
。
県
教
委
は
２
０
２
４
年
度
確

定
交
渉
で
「『
匿
名
性
を
担
保
し
た
授
業
評
価
・
学
校
評
価
』

に
つ
い
て
は
、
評
価
の
方
法
な
ど
に
つ
い
て
研
究
す
る
」
と

回
答
し
て
い
る
。　

（13）　
「
日
の
丸
・
君
が
代
」・「
弔
意
強
制
」

　

入
学
式
実
態
調
査
と
卒
業
式
実
態
調
査
を
実
施
し
て
い

る
。
２
０
２
４
年
度
の
卒
業
式
で
は
「
君
が
代
」
の
実
施
は

１
０
０
％
。
提
案
は
「
教
務
係
か
ら
」
が

71.1
％
、
管
理
職

15.8
％
で
、
提
案
が
教
務
係
か
ら
行
わ
れ
る
傾
向
が
強
く
な
っ

て
い
る
。
職
員
会
議
で
の
提
案
理
由
は
「
例
年
通
り
」

89.2
％

と
な
っ
て
い
て
、
憲
法
で
保
障
さ
れ
た
思
想
、
信
条
の
自
由

を
侵
す
と
い
う
基
本
的
な
確
認
が
な
い
ま
ま
決
定
さ
れ
て
い

る
学
校
も
あ
る
。
２
０
２
５
年
度
入
学
式
で
は
、「
君
が
代
」

の
実
施
は

92.1
％
、「
実
施
せ
ず
」
は
2.6
％
だ
っ
た
。
提
案
は
「
教

務
係
」

70.6
％
、
校
長

23.5
％
だ
っ
た
。
三
笠
宮
妃
の
葬
儀
に
際

し
て
、
高
教
組
は
県
教
委
に
対
し
て
、
弔
意
の
表
明
は
国
民

一
人
ひ
と
り
の
内
心
の
自
由
に
属
す
る
問
題
で
あ
り
、
学
校

現
場
に
弔
意
の
強
制
を
し
な
い
よ
う
申
し
入
れ
た
。
こ
れ
を

受
け
、
教
委
は
「
こ
れ
ま
で
同
様
県
立
学
校
に
特
段
の
対
応

を
求
め
る
こ
と
は
し
な
い
」
と
通
知
し
た
。

（14）　

自
主
研
修
・
研
修
権
―
―
初
任
者
研
修
制
度
、

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
研
修　

　

初
任
研
ア
ン
ケ
ー
ト
の
結
果
、「
初
任
研
に
よ
る
支
障
あ
り
」

と
す
る
初
任
者
は
34
％
、
支
障
の
内
容
は
「
授
業
」
85
％
が

最
も
高
く
、「
ク
ラ
ブ
指
導
」
64
％
、「
学
校
行
事
」
29
％
と
な
っ

て
い
る
。
研
修
に
よ
る
不
安
・
支
障
は
、「
授
業
の
進
度
が
遅

れ
る
」
50
％
、「
生
徒
と
の
か
か
わ
り
希
薄
」
33
％
と
な
っ
て

い
る
。
原
因
は「
研
修
が
多
く
時
間
に
ゆ
と
り
が
な
い
」50
％
、

「
火
曜
日
以
外
に
出
張
が
多
く
自
習
が
増
え
る
」
67
％
な
ど
、

研
修
が
教
育
活
動
や
生
徒
と
の
関
係
な
ど
に
悪
影
響
を
与
え

て
い
る
こ
と
が
明
ら
か
。
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
Ⅱ
受
講
者
か
ら

は
「
校
外
研
修
日
数
を
減
ら
し
て
ほ
し
い
」
43
％
、
キ
ャ
リ

ア
ア
ッ
プ
Ⅲ
受
講
者
か
ら
は
「
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
研
修
は
意

味
が
な
い
」
の
回
答
も
あ
る
な
ど
、
受
講
者
へ
の
負
担
が
あ

り
学
校
現
場
へ
も
支
障
が
出
て
い
る
と
言
え
る
。

２
０
２
５
年
度
教
文
会
議
の
重
点
的
な
研
究
・
課
題

　
　
　

【
主
権
者
市
民
を
育
て
る
教
育
を
追
求
す
る
】

【
青
少
年
を
と
り
ま
く
状
況
の
研
究
・
分
析
を
す
る
】

【
民
主
的
学
校
づ
く
り
の
実
践
と
研
究
を
追
求
す
る
】

研
究
活
動
の
充
実
・
発
展
を
め
ざ
し
て

１
．
職
場
の
教
文
活
動
－
「
学
校
づ
く
り
の
５
つ
の
課
題
」

①　

生
徒
が
生
き
生
き
学
べ
る
「
授
業
づ
く
り
」
の
課
題

②　

生
徒
の
学
び
の
場
と
し
て
の
「
集
団
づ
く
り
」
の
課
題

④　

参
加
と
共
同
の
「
学
校
づ
く
り
」
の
課
題

⑤　

学
校
の
存
在
基
盤
と
し
て
の
「
地
域
づ
く
り
」
の
課
題

２
．
職
場
で
の
研
究
・
実
践

３
．
支
部
教
文
活
動
と
支
部
教
研

４
．
全
県
研
究
会

５
．
通
信
や
研
究
集
録

６
．
教
文
会
議
の
組
織
強
化
と
研
究
・
研
修
の
充
実

研
究
・
実
践
の
主
要
な
課
題

★
学
校
づ
く
り
と
教
育
課
程
の
自
主
的
・
民
主
的
な
編
成　

★
開
か
れ
た
学
校
づ
く
り
と

　
　
　
　
　
　
　
　
　

教
職
員
評
価
・
学
校
評
価
の
研
究　

★
「
教
育
改
革
」
の
分
析
と
検
討　

★
生
活
指
導
上
の
諸
課
題
の
克
服
に
向
け
て　

★
主
権
者
市
民
の
育
成
の
た
め
の

　
　
　
　
　
　
　
　
　

自
主
的
・
自
治
的
活
動
へ
の
支
援　

★
平
和
・
国
際
教
育
の
充
実　

★
憲
法
学
習
の
推
進
と
政
治
的
教
養
の
保
障
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★
人
権
教
育
の
推
進

★
日
本
国
憲
法
の
基
本
理
念
に
基
づ
く

　
　
　
　
　
　
　

市
民
道
徳
の
形
成
を
目
指
す
教
育
の
推
進

★
ジ
ェ
ン
ダ
ー
平
等
の
教
育
の
推
進

★
健
康
教
育
の
推
進　

★
環
境
教
育
の
推
進

★
青
少
年
文
化
の
研
究
と
創
造

★
進
路
指
導
の
改
善
と
充
実

★
定
時
制
・
通
信
制
教
育
の
研
究
と
実
践

★
障
が
い
児
教
育
・
特
別
支
援
教
育
の
研
究
と
実
践

★
福
祉
教
育
の
研
究
と
実
践

★
地
域
調
査
と
地
域
に
根
ざ
し
た
高
校
像
の
研
究

★
情
報
教
育

活動のすすめ方
[ １] 基本目標
　憲法と子どもの権利条約に基づき、平和を守り真実を貫く民主教育を確立する。

[ ２] 基本方針
１　子ども ･ 青年と同時代を生きる教職員としての自覚に基づき、自主研修に努め、創造的な研究 ･
実践を展開します。
２　能力主義的多様化をこえて、すべての高校生が主権者市民として必要な共通教養を学ぶ高校教育
を追求します。
３　18 歳選挙権実現と成人年齢改定を受け、高校生に主権者市民としてふさわしい政治的判断力を育
成します。
４　愛国心を強調する政策的な道徳教育に対して、日本国憲法や子どもの権利条約の理念に基づいた
市民道徳を育成します。
５ 「学力」「非行・いじめ」「登校拒否・不登校」「特別支援教育」「中退」「若者の自立」などの課題にいっ
そう取り組み、自治能力を育成し、民主的な人格の完成をめざす研究と実践を展開します。
６　あらゆる機会をとらえて、憲法 ･ 平和 ･ 人権および環境教育にとりくみます。
７　学習指導要領の討議資料『よむ前に、読む。』を活用し、教育課程の研究をいっそう深め、教科と
特別活動の教育内容・方法について絶えず検討を行います。
８ 「子どもの権利条約」、ユネスコの「学習権宣言」の精神を生かした学校づくりを、生徒・保護者・
地域住民とともにすすめます。　　
９　昨今の「教育改革」を分析・批判し、戦後の民主的な教育運動の理念を引き継ぎ、発展させる教
育改革を研究・提言します。
10　職場を基礎とした教文活動を旺盛にすすめ、教文会議・各種研究会の充実につとめます。
11　教育研究・教育実践と教育運動を結合させるとともに、自主サークルや民間研究団体にも積極的
に参加し、交流を深めます。
12　参加と共同の「開かれた学校づくり」をすすめるための「学校評価」「教職員評価」のあり方を実
践的に明らかにします。「観点別評価」をはじめ、様々な「評価」に対し、憲法と子どもの権利条約の下、
生徒・教職員の成長に寄与する視点より、その是非、あり方について検討し、実施につとめます。
13　保護者・地域住民との共同・協力関係を強め、教育課題や地域の課題について積極的に学習を行
います。
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